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HACCP システムを考慮した食品加工機械の

安全・衛生設計に関する研究（上）

三 浦 達 司
A Study on Safety and Sanitary Design of Food Processing 
Equipments on the basis of the HACCP System（1）

Tatsushi MIURA

１．はじめに

２．研究過程

３．食品製造工程における危害発生防止策に関する調査･解析

４．多展開マトリックスによる危害の要因とその原因、並びに機械側から見た危害の発生要因とそ

の原因、並びに非衛生の性状とその衛生対策技術との対応 （4.6項以下、次号にて）

５．水産加工機械の HACCP システム対応の安全･衛生設計マニュアル

６．今後の課題と展望

Summary

The introduction of the HACCP System has rapidly grown to spread throughout our country as

well as the West and prevail on a worldwide scale, which is attributed to globally increasing

concerns about food safety in these days.

The main intent of the HACCP System is to control CCPs (Critical Control Point, or an important

control point to be applied at a food safety hazard analysis) presented by the FAO/WHO Codex

Alimetarius Commission and to ensure safety and sanitation of food.

The study shows an attempt to design the system which doesn’t need any CCP nor any control

over food manufacturing process by collecting and analyzing practical data about causes of food

hazards and the countermeasure technology against them as many as possible.

要　　旨

近年、国際的に高まる食の安全を背景に、HACCP システムの導入は、欧米先進国を始め、我が

国においても急速に普及し、世界にその広がりを見せている。

HACCP システムにおいては、FAO／WHO の Codex 委員会が提示している CCP（食品の危害分

析における重要管理点）を管理し、食品の安全･衛生性を保つことを主たる目的としているが、本研

究では、危害の発生要因とその原因や、その対策技術について徹底的に実際のデータを収集し、解

析して、CCP そのものをなくし、食品製造プロセスにおける無駄な管理をする必要のないシステ

ムの設計を試みようとするものである。
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１．はじめに

近年、食品に関する事件や、事故が多発し、食品並びに食品加工機械に対して、一層の安全･衛

生性の向上が求められている。

その一方策として、1960年頃米国の NASA を中心に、宇宙食の開発における安全･衛生管理シス

テムとして研究された HACCP システムが、我が国でも注目を浴びている。

しかし、従来の HACCP システムでは、食品製造プロセスにおける CCP を重点的に管理すると

いうことであるが、本研究では、HACCP システムにおける Codex 委員会の判断基準により設定さ

れた CCP そのものを、機械側から見た危害の発生要因･原因とその対策技術、並びに非衛生の性状

と衛生対策技術等を機能で把握することにより CCP そのものを無くし、管理を不必要とすること

を目的として、食品機械側から見た安全･衛生設計基準を作成することを試みるものである。

これにより、技術の見直しや改善、並びに新技術の開発を可能とし、さらに、我が国の国際競争

力の強化につながるものであると考える。

２．研究過程

現在、多くの食品機械メーカは、各社独自で危害に対応しており、その対策にも差異が生じてい

る｡このような状況を放置すると、軽度の危害に対して高度な対策を講じ、無用な価格の上昇を招

いたり、あるいはその反対の状況が生じたりする。これは、いずれも国際競争力の低下を招く要因

につながりかねない。

従って、食品機械業界が、同質の危害に対して共通の対策を検討できるよう、その指針となる

HACCP 対応の設計マニュアルとしての要求事項の作成を行う｡

設計マニュアルについては、国内のみの要求事項とするのではなく、欧米先進国にも通用する国

際要求事項とする必要がある。

そこで、我が国の食品工場の実態を把握する為に、食品工場における現場視察と、並行して食品

メーカに対し、食品加工機械の衛生対策技術、並びにその改善点などに関して、アンケートによる

実態調査を行い、収集された危害を予防する為の効果的な対策を検討する。

そのことにより、危害の予防に重点を置いた HACCP システムに対応させるのみならず、関連す

る ISO の規格や EN 規格を含めた、欧米先進国の最新情報を調査･分析し、国際レベルとの整合性

を考慮して作成するものである｡

さらに、現在、国際レベルで競合している企業においても、本要求事項を検討することにより、

参考になるものと考える｡

本研究で具体的に対象とした欧米諸国の各種規定、資料等の調査、並びに分析とそれぞれの関係

については、図表2.1のフローチャートにより、その研究過程を詳細に提示する。

しかし、本論文においては、紙面の都合上、その全てを記載することは不可能であるため、重要

と思われる事項について以下記述する。
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図表2.1 HACCPシステムを考慮した食品加工機械の安全・衛生設計に関する研究
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３．食品製造工程における危害発生防止策に関する調査･解析

３.１　食品加工機械のユーザに対するアンケート調査･分析

食品加工機械の危害の発生原因の実態を把握するために、食品加工機械のユーザ（食品メーカ）に

対して、製造工程表、並びに危害発生の恐れのある工程（機械･装置）、危害の要因とその原因、機

械側からみた危害の発生要因とその原因、期待する改善処置に対する調査を行った。このことによ

り HACCP を考慮した食品加工機械の衛生設計マニュアル作成の基礎資料とするものである。

本研究では、製パン、製菓、肉類加工、水産加工、製粉、製めん、飲料加工、精米麦のユーザに

対して、それぞれの食品を調査･検討したが、紙面の都合上、一例として、水産加工食品の焼竹輪

を取り上げ、危害発生の可能性のある工程における危害の要因とその原因に関する分析、並びにそ

の対策一覧表を示す（図表3.1参照）。

３.２　食品加工機械メーカに対するアンケート調査･分析

食品加工機械のユーザ（食品メーカ）に対して行ったアンケート調査の回答結果に基づいて、食品

加工機械のメーカに対して、危害発生原因を防止するために、現時点で実現可能な改善処置に対す

る調査を行った。

本研究では、製パン、製菓、肉類加工、水産加工、製粉、製めん、飲料加工、精米麦のそれぞれ

の機械を調査･検討したが、紙面の都合上、水産加工機械の培焼機を一例として取り上げ、危害発

生を防止するための改善処置の解答を示す（図表3.2参照）。

３.３　製造工程における機械による危害発生要因とその原因に関する解析

食品加工機械のユーザ（食品メーカ）に対して行ったアンケート調査の回答結果に基づいて、種々

の食品の製造工程で使用されている機械･装置を最小公倍数的に重ね合わせることにより、その工

場で製造されている食品の工程の中から、危害が発生する可能性のある工程に使われている機械･

装置を明確にして、その機能を解析し、把握するものである｡

さらに、当該機械･装置に対応した危害の要因の分析（Ｂ：生物学的要因　Ｃ：化学的要因　Ｐ：物

理的要因）並びに、CCP（重要管理工程）を把握し、食品製造工程全体を通じて、問題点をマトリック

スによりまとめて一覧したものである。また、食品加工機械のユーザからの回答を基に、各食品製造

プロセスでCCP として設定されたものに対して、危害の原因について検討するものである。

尚、食品の製造工程に関して、HACCP システムの製造工程分析表では、その内容を正しく把握

することができない。そこで、アンケート調査の製造工程表を基に、運搬や停滞等を加えて、JIS

Z 8206 の JIS 工程図記号を用いて具体的な表現をした。

食品については、パン類、菓子類、肉類加工食品、水産加工食品、麺類、飲料と分類し、それぞ

れについて検討をしたが、ここではその一例として水産加工食品を取り上げる（図表3.3参照）。
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図表3.1 危害発生の可能性のある工程における危害の要因とその原因
に関する分析、並びにその対策一覧表

図表3.2 危害発生を防止するための改善処置
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４．多展開マトリックスによる危害の要因とその原因、並びに機械から見た危害の

発生要因とその原因、並びに非衛生の性状とその衛生対策技術との対応

ここでは、危害の要因とその原因の実態を把握し、機械側から見た危害の発生原因として予想さ

れる項目を抽出し、それぞれを機能系統図として作成する。

さらに、「食品加工機械における非衛生の性状とその所在に関する機能系統図」、並びに「食品加

工機械における衛生対策技術に関する機能系統図」を用いて多展開マトリックスを作成する。

多展開マトリックスによる解析によって、食品加工機械についての問題点や対策技術を明確にし、

衛生設計の要求事項に加味することを目的とするものである。

食品機械のユーザ、並びに食品機械のメーカからの実態調査に基づいて、危害の要因とその原因

と機械側から見た危害の発生原因、並びに非衛生の性状とその所在と衛生対策技術、衛生要求事項

についてその関係を系統的に解るように、図表4.1に示すような多展開マトリックスを用いてまと

めるものである。このことにより、危害の要因とその原因、機械側から見た危害の発生要因とその

原因、非衛生の性状とその所在、衛生対策技術、衛生要求事項の相互の関係を視覚的に捉えようと

するものである。

図表4.1 多展開マトリックスの概念図

（注）多展開マトリックスの軸となるのは、
危害の要因とその原因、機械側から

見た危害の発生要因とその原因、非

衛生の性状とその所在、衛生対策技

術、衛生要求事項である。

上記の順に従って、以下まとめるも

のである。
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４.１　危害の要因とその原因に関する機能系統図による体系化

一般に、危害は、Ｂ（生物学的要因による危害）、Ｃ（化学的要因による危害）、Ｐ（物理的要因によ

る危害）の３つに分類される。それら３つの危害について、食品加工機械のユーザへのアンケートを

基に、危害の要因におけるその発生原因を抽出し、ＡＢＣ分析するものである（図表4.2参照）。

ここで、危害の要因とその原因の関係は、例えば、生物学的危害では、細菌の増殖や、寄生虫の

混入のような危害が発生する直接的な原因のことである。

上記のＡＢＣ分析を基礎資料とし、さらに危害の要因と、その原因について機能で整理し、機能

系統図としてまとめたものを図表4.3に示す。

４.２　機械側から見た危害の発生要因とその原因に関する機能系統図による体系化

機械側から見た危害の発生原因とは、食品に危害が発生したり、発生する可能性のある場合、食

品加工機械のどの箇所が故障したのか等、具体的な現象を把握しようとするものである。

食品加工機械の実態を把握するために、食品加工機械のユーザへのアンケートを基に、食品加工

機械から起こる危害の発生原因を集計し、ＡＢＣ分析するものである（図表4.4参照）。

発生する件数が多ければ多いほどその箇所は、日常点検、定期点検の最重要チェック項目となる。

このことにより、今後実現しなければならない衛生対策技術を導き出すことができる。

上記のＡＢＣ分析を基礎資料とし、さらに機械側から見た危害の発生原因について機能で整理し、

機能系統図としてまとめたものを図表4.5に示す。
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図表4.2 各種食品製造工程における危害発生原因のＡＢＣ分析

（注）食品加工機械のユーザから回答を得た「危害発生の

可能性のある工程における危害の要因と、その原因に関

する分析、並びにその対策一覧表」の危害の要因とその原

因の項目の中の、危害の原因についてその種類を分類し

て集計したものである。
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図表4.4 食品加工機械側から見た危害の発生原因のＡＢＣ分析

（注）食品加工機械のユーザから回答を得た「機械側

から見た危害の発生原因」から食品加工機械に起こる

危害を集計したものである。
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4.3図表4.3 危害の要因とその原因に関する機能系統図による体系化
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４.３　非衛生の性状とその所在に関する機能系統図による体系化

この項では、４.２項の機械側から見た危害の発生原因に対して非衛生の性状とその所在を、機

械で対応させるために、食品加工機械の安全･衛生化対策の実態調査で行われたアンケート調査に

より、非衛生の性状とその所在に関する実態を把握しようとするものである。

まず、食品加工機械における非衛生の性状に関する件数を集計し、それをＡＢＣ分析するもので

ある（図表4.6参照）。このことにより、危害の発生する非衛生の性状とその所在を明らかにし、次

の４.４項での、衛生対策技術を導き出すことができる。

上記のＡＢＣ分析を基礎資料とし、さらに非衛生の性状とその所在について機能で整理し、機能

系統図としてまとめたものを図表4.7に示す。

4.5

.

4.6 ABC

( )

図表4.5 機械側から見た危害の発生要因とその原因に関する機能系統図による体系化4.5

.

4.6 ABC

( )

図表4.6 非衛生の性状のＡＢＣ分析

（注）食品加工機械のユーザ及び

メーカから回答を得た「危害の分

類と原因及び機械側から見た危害

の発生原因並びに改善処置案」か

ら食品加工機械における非衛生の
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図表4.7 食品加工機械における非衛生の性状とその所在に関する機能系統図による体系化
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４.４　衛生対策技術に関する機能系統図による体系化

この項では、４.３項の、非衛生の性状とその所在に対して、衛生対策技術を機能で対応させる

ために、食品加工機械のユーザへのアンケート調査を基に、衛生対策技術に関する実態を把握する

ものである。まず、食品加工機械における衛生対策技術に関する件数を集計し、それをＡＢＣ分析

するものである（図表4.8参照）。このことにより、ここで挙げられた対策技術と食品加工機械の設

計に関する衛生要求事項（通則･機種別細則＊）との対応を考慮することができる。

４.５　危害発生要因を防止するためのＡＢＣ分析

食料品機械メーカからのアンケートによる実態調査において、近い将来実現可能な改善処置につ

いて集計し、それをＡＢＣ分析するものである（図表4.9参照）。

ここでは、危害の要因とその原因（４.１項参照）、並びに機械側から見た危害の発生原因（４.２項

参照）を考慮して、食品加工機械メーカに対してアンケート調査し、まとめる。

次に、図表4.8、並びに図表4.9のＡＢＣ分析を基礎資料とし、さらに衛生対策技術について機能

で整理し、機能系統図としてまとめたものを図表4.10に示す。

＊通則とは、JIS B 9650-2 食料品加工機械の安全及び衛生に関する設計基準通則のことである。
機種別細則とは、JIS B 9651～8の、製パン、製菓、肉類加工、水産加工、製粉、製麺、飲料加工、精米
麦それぞれの機械の安全・衛生に関する設計基準のことである。

.
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4.9 ABC

( )

( )

図表4.8 衛生対策技術のＡＢＣ分析

（注）食品加工機械のユーザ及びメーカか

ら回答を得た「危害の分類と原因及び機械

側から見た危害の発生原因、並びに改善処

置案」から食品加工機械における衛生対策

技術を集計したものである。

.

4.8 ABC

. ABC

4.9 ABC

( )

( )

図表4.9 将来実現可能な対策技術のＡＢＣ分析

（注）食品加工機械のメーカから回答を得た「危

害発生の防止」から食品加工機械における将来

実現可能な対策技術を集計するものである。
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（みうら　たつし・本学経済学部教授）

図表4.10 食品加工機械における衛生対策技術に関する機能系統図による体系化
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